別紙１（生産者→ＪＡ）
出荷契約外米の売渡委託申込書
令和　　年　　月　　日
え ち ご 上 越 農業協同組合
代表理事理事長　羽深　真一　殿
住所：
氏名：　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　（以下「甲」という）は、えちご上越農業協同組合（以下「乙」という）に対し、下記の事項を承諾のうえ、甲の生産した令和４年産米穀の売渡委託の申込をおこないます。
（売渡委託）
第１条　甲は乙に対し、出荷契約をせずに出荷する米穀（以下「非契約出荷米」という）及び出荷契約約定事項に定める売渡委託期限以降に出荷した米穀（以下「契約出荷期限超過米」という）についての売渡の委託または売渡（以下「売渡委託等」という）をおこない、乙に出荷します。
（売渡委託をおこなう数量）
第２条　甲が乙に売渡委託等をおこなう非契約出荷米及び契約出荷期限超過米の数量は、「検査依頼書」に記載した数量とします。
　２．売渡委託にあたっては、「その他米」として申し込むものとします。
（法令遵守）
第３条　甲は、乙に売渡委託等をおこなう非契約出荷米及び契約出荷期限超過米については、関係法令（農薬取締法、食品衛生法、種苗法、食糧法、米トレーサビリティ法など）および県・市町村の関係条例の定めを遵守したものであることを保証します。
　２．甲が乙に売渡委託等をおこなった非契約出荷米及び契約出荷期限超過米について、農薬取締法など関係法令に抵触することが判明した場合は、乙は甲に対し当該米穀の売渡委託等を拒否できることを承諾します。
（約定事項）
第４条　甲は細目に関して別記記載事項のとおり約定します。
（別記約定事項）
１．出荷に関する事項
　（１）甲から乙に対する売渡委託は、無条件委託とします。
　（２）甲は、出荷した米穀の検査請求に関する事務を乙に委託します。
　（３）甲が乙に売渡委託等をおこなう米穀は、農産物規格規程にもとづき特上～３等に格付けされた玄米とします。
２．仮渡金に関する事項
　（１）甲は、乙に売渡の委託をする非契約出荷米及び契約出荷期限超過米に対して支払われる仮渡金の申請・受領および返還の手続きを乙に委託します。
（２）乙は、仮渡金の償還額を非契約出荷米及び契約出荷期限超過米の精算金額から引き落とすこととします。
　（３）甲は、上記によっても償還額に不足が生じた場合は、別途乙が定める期日までに乙に返還します。
　（４）仮渡金の単価は、当初単価とし追加の支払いは実施しないこととします。
３．共同計算の実施に関する事項
　（１）甲は、乙が出荷契約米と区分して共同計算することを一任します。
　(２) 甲は、非契約出荷米及び契約出荷期限超過米に係る収入および費用について、必要に応じ、出荷契約米に準じて共同計算されることを承認します。
　 (３)甲は、共同計算により残余が生じた場合、乙に一任することを承諾します。
４．販売代金等の受領および拠出金等に関する事項
　（１）甲は、非契約出荷米及び契約出荷期限超過米の販売代金（仮渡金および精算金）等を乙の甲名義の貯金口座で受領します。
５．寄託および保管に関する事項
　（１）甲は、出荷した米穀について、乙の保管事業規程を承諾のうえ、乙の所有する農業倉庫への寄託を申し込むものとします。
６．安全・安心の確保に関する事項
　（１）甲は、乙の指示にもとづき、記帳した生産履歴台帳等を提出します。
　（２）生産工程と記帳内容の虚偽等が原因で販売先等から損害賠償等が生じた場合は、その責任を甲が負うものとします。
　（３）なお、甲が施設利用している場合には、その責任の範囲が甲の出荷した米穀以外に貯留しているすべての米穀に対し及ぶものとし、甲はその責任を負うものとします。
７．包装容器に関する事項
　（１）甲が出荷する非契約出荷米及び契約出荷期限超過米の紙袋は、農産物規格規程に定められた規格袋を使用するものとします。
　　ア．フレキシブルコンテナは、甲が購入した容器であり、ＪＡグループフレコンは使用しないこととします。
８．個人情報の利用に関する事項
（１）甲は、下記の利用目的の範囲において、甲の検査実績、主食用等水稲作付面積、生産履歴台帳、米袋の氏名表示等の個人情報を、乙が利用し、ウの範囲で第三者に提供することに同意します。
　　　　なお、甲が法人以外の団体の場合は、甲は団体を構成する生産者全員から上記の同意を得るものとします。
　　ア．申込みの受付
　　イ．契約の締結・契約にもとづくサービスの提供
　　ウ．業務遂行に必要な範囲でおこなう政府・行政機関（農林水産省・地方公共団体）、関係団体（全農・県協議会等）、販売先、消費者への提供
　　エ．費用・販売代金・拠出金の請求・受領・支払い
　　オ．奨励金・助成金の申請・受領・支払い
カ．乙または乙の提携する企業の提供する商品・サービスに関する各種情報の提供等
　（２）甲は、乙が保管する生産履歴情報等に関する確認資料等を、必要に応じて実需者等へ開示することを承諾します。
９．その他
　（１）国の法律及び政省令等の改正がある場合は、その取り扱いによるものとします。
以上
PAGE  

